
政策Ⅱ－２　食の安全・安心の確保

安全な食品を求める消費者の育成

現状値

施    策
（Ⅱ－２－３）

　食品を購入するとき
　生産地の表示を確認
　する人の割合

(平成15年度）

48.8%

 　食品の安全性の確保に関する理解と知識を深め、安全な食品を求めて
意見を表明するなど積極的な役割を果たす消費者を育成します。

目標値(平成19年度）

○「県民意識調査」において「食品購入時に生産地表示を確認する」と回答した人の割合です。

　目標値は、平成14年の国民生活センター全国調査の数値をめざします。

○生産者、事業者や行政機関等による食品の安全性確保への取り組みを真に実効性ある

　ものとするためには、消費者自身が知識と理解を深め、消費者の立場から意見を表明

　するなど積極的な役割を果たすことが必要です。（図表１参照）

○このため、消費者が食品の安全や食品表示、食品衛生等に関する正しい知識を得て安

　全安心な食品を選択できるよう、研修会や講習会などをとおして一層普及啓発に努め

　ることが必要です。また学校教育をとおして児童生徒に食の安全や衛生についての指

　導を推進する必要があります｡

○また消費者も、保健所などの行政機関や食品関連事業者の相談窓口を活用して食品の

　安全性確保に関し知識と理解を深めるなど、自ら積極的に取り組んでいくことが求め

　られます｡

○今後、食品の健康への影響評価（リスク評価）や影響評価結果に基づき施策を策定

　（リスク管理）する各過程において、県が消費者や食品関連事業者などとの間で幅広

　い情報・意見交換を行う「リスクコミュニケーション」を深めていくことが求められ

　ています。

目　的

成果指標と目標値

現状と課題

57.3 %



政策Ⅱ－２　食の安全・安心の確保

　〔担当課〕薬事衛生課

　　　〔担当課〕環境生活総務課

○消費者が食品の安全確保に関する知識と理解を深め、リ

　スクコミュニケーションにおいて積極的な役割を果たし

　ていくために、食の安全・安心に関する消費生活セミナ

　ーや展示会の実施、啓発資料の作成等を行います。

   ◇消費者啓発推進事業

○消費者を対象とした講習会や食品調理・製造・販売施設

　の見学会、消費者と食品関係事業者等との意見交換会な

　どのリスクコミュニケーションを実施します。また、広

　報車、チラシ、テレビ等を通じて食品衛生や食中毒予防

　の啓発事業を展開します｡

　◇食品衛生に関する啓発・情報提供事業

　

◇消費者に対する啓発の推進

◇食品衛生に関する啓発･情報
　提供事業

事　業　名 概　　　　要

◇主な事務事業

目的を達成するための主な基本事務事業

【実施主体】
　県　市町村　民間　県民　国等
　◎　　－　　 ○　　－　　－

【実施主体】
　県　市町村　民間　県民　国等
　◎　   ○　　 ◎　　 ○　  －

　

　  農林漁業の生産資材、食品、
　  添加物器具、容器包装の生
　  産、輸入、販売等の事業活
　  動を行う業者

   消 費 者

食の安全推進会議
（関係各部次長）

食の安全連絡会議
（関係各課長）

・食品の安全安心に関すること
・食品の安全に関する情報の収集・
　交換・提供に関すること
・食品の表示に関すること
・食の安全確保に係る基本方針に関
　すること
・食の安全確保に係る行動計画に関
　すること

隠岐支庁農林局
各農林振興センター

隠岐支庁健康福祉局
各保健所

消費者センター
隠岐支庁総務局
各総務事務所

行　政
■食の安全に関する施策の実施
■食の安全に関する情報提供
■食の安全に関する意見の聴取

◇食の安全に関する施策への協力
◇食の安全に関する正確かつ適切
　な情報提供
◇食の安全に関する意見・提案

■食の安全に関する情報提供
■食の安全に関する意見の聴取

◎食の安全に関する意見・提案

◎食の安全に
　 関する意見
   表明

◇食の安全に
　関する正確
　かつ適切な
　情報提供

　

食品関連事業者

図表１「食の安全」を守る取組み


